
vol．３（2022.3.31時点）

分類 ご質問 ご回答

1 適用対象船舶
今般の改正船員法が適用される船舶に、平水船や外航
船も含まれますか？

改正船員法の適用対象は、船員法第１条に規定されている、船員法が適用される全て
の船舶となっております。
なお、労働時間に関する規定については、法第７１条に規定する船舶（漁船及び断続
的作業に従事する国土交通大臣の許可を受けた船舶）以外の船舶に適用されます。
また、労働関係規定が適用されない「船舶所有者と居住及び生計を一にする」いわゆ
る家族船員のみで運航している船舶における家族船員については、改正後も従前どお
り当該規定の適用はありません。

2 労務管理事務所
主たる労務管理事務所は、船舶所有者で一つに限定す
る必要がありますか？

多数の船舶に船員を配乗している大規模な船舶所有者において、労働条件が異なる
一定の船舶のグループ毎に就業規則を作成し、労務管理を行うような場合には、当該
船舶のグループ毎に主たる労務管理事務所を設置するような場合も有り得ると考えら
れます。
他方で、少数の船舶を所有している場合その他多くの場合においては、労務管理事務
所が複数あることは考えにくいですが、仮に１つの船舶に対して複数の労務管理事務
所がある場合であっても、主たる労務管理事務所は１つに特定する必要があります。
なお、就業規則の作成・届出義務の要件である「常時１０人以上の船員を雇用している
こと」の適用を免れる目的で労務管理事務所を分割するようなことは認められません。

3 労務管理事務所
主たる労務管理事務所を、船内とすることは可能です
か？

多くの場合においては、陸上事務所が主たる労務管理事務所に該当すると思われま
すが、船内で労務管理が完結している場合には、船内を主たる労務管理事務所とする
ことも可能です。
なお、この場合においては、労務管理記録簿だけでは無く、報酬支払簿の備置等の法
令上の義務が須らく適用されることに留意する必要があります。

4 労務管理事務所

船舶所有者として船員をA船とB船に配乗させています
が、これら船舶に乗り組む船員の労務管理は、代表者
が船主船長として乗組むA船内で行っていますが、この
場合、A船を「労務管理事務所」（船員の労務管理を行う
主たる事務所）とすることが可能でしょうか？

複数の船舶に係る労務管理を行う場合は、陸上の労務管理事務所で管理することを
強く推奨いたします。
なお、A船において、B船に乗り組む船員の適切な労務管理（適切な船員の労働時間
管理や法律上の各種書類の備置き）を行うことができる場合には、A船を労務管理事
務所とすることも可能です。

　船員の働き方改革（船員法等の改正）に関するＱ＆Ａ
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5 労務管理事務所

労務管理責任者が主たる労務管理事務所に常駐せ
ず、インターネット等のリモート環境（例えば船、別の都
道府県等）により労務管理を行うことは認められます
か？

リモート環境での労務管理も認められますが、労務管理責任者が適切に管理業務（①
労務管理記録簿の作成・備置き、②労働時間の把握、③健康状態の把握、職業生活
に関する相談）や船舶所有者への意見を行えることが前提となります。
また、主たる労務管理事務所において労務管理記録簿等を備え置く必要があるため、
当該事務所において常時、最新の記録簿等を閲覧できる状態にしておく必要があるこ
とにも留意してください。
なお、船員労務官による監査等の際にも、労務管理について円滑に回答や資料提出
に対応できることが必要となります。

6 労務管理事務所

改正船員法において、労務管理事務所（船員の労務管
理を行う主たる事務所）に備え置かなければならない書
類は、①労務管理記録簿、②報酬支払簿、③雇入契約
成立に係る書面の３つと認識していますが、この①～③
以外の書類で備え置かなければならないものはありま
すか？

列挙いただいたもので以外では、今般改正で廃止される「休日付与簿」も経過措置とし
て、最後の記載をした日から３年間保存する必要があります。
また、船員労働安全衛生規則第１３条で規定される安全衛生委員会の議事録等の各
種記録がございます。
なお、就業規則については、法令上は主たる労務管理事務所と規定していないもの
の、「その他の事業場内」にも掲示又は備置きをする必要があることから、予備船員等
が陸上事務所等で勤務している場合には、当該事務所にも就業規則を備置き等する
必要がございます。

7 労務管理
船舶所有者及びオペレータの今後の労務管理の運用
手法を教えてください。

船舶所有者において、労務管理責任者を選任いただいた上で、船員の労働時間の状
況等を把握し、労務管理責任者が管理する労務管理記録簿に記載していただく必要
があります。そして、労務管理責任者が、法令遵守や船員の健康確保等の観点から、
船員に対して労務管理上の措置（労働時間の短縮等）が必要と判断したときは、船舶
所有者に意見を述べ、船舶所有者は、必要な措置を講ずる必要があります。さらに、
船舶所有者は、必要な措置を講ずるに当たって船員が乗り組む船舶の運航計画の見
直し等が必要な場合には、オペレーターにその作成や実施に係る意見を述べていただ
く必要があります。
一方で、オペレーターには、内航海運業法に基づき、船員の労働時間を考慮した適切
な運航計画の作成や、船舶所有者から意見があった際に、それを尊重しなければなら
ないことが義務づけられております。
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8 労務管理
船員個人の健康状態について、医師から意見を聴く場
合に個人情報の取扱いに関する注意点はありますか？

船員個人の健康状態に関する情報は、個人情報保護の観点から取扱いに注意する必
要はありますが、労務管理を目的に、医師（産業医）に対して船員の健康状態に関す
る医学的意見を求めることは可能であり、その際、
・日々の労務管理において、法令上の制度や本人の同意（包括同意も含む）に基づい
て取得した情報 や
・別途、船員本人の個別同意を得て取得した情報
を提供することも可能です。
　　　　　（個人情報の取得や利用等については、個人情報保護法もご確認ください。）

9 労務管理
オペレーターへの意見の際に船員個人の具体的勤怠
情報を提供することは可能ですか？

個人情報となる船員の特定が可能な具体的な勤怠情報を、第三者であるオペレーター
に提供する場合、個人情報保護法における「第三者提供」に該当するため、あらかじめ
船員本人の同意を得て行う必要があります。
　　　　　（個人情報の取得や利用等については、個人情報保護法もご確認ください。）

10 労務管理責任者
労務管理責任者の選任要件はありますか？
例えば、一定の職位・役職者等を選任する必要があり
ますか？

労務管理責任者の具体的な業務内容は、労働時間管理、労務相談対応など、陸上で
は一般的に社内の人事・労務担当が行っているものであり、特殊な知識や技能を要す
るものではありません。
このため、選任に当たり、特別な資格要件等はなく、職位等の要件もありません。
他方、労務管理を行う上で、労働関係法令その他の一定の知識や業務遂行能力は必
要であり、それらが不十分な場合には法令違反を招くおそれもあることから、船舶所有
者においては、適切な者を選任するとともに、必要な研修等を受けさせるなど、労務管
理責任者の知識の習得・向上に努めていただく必要があります。

11 労務管理責任者
労務管理責任者を選任した場合に届け出る必要があり
ますか？

労務管理責任者を選任した場合に特段の届出は不要です。
なお、労務管理責任者が管理することとなる船員からの相談対応等を行うに当たり、
船員側に労務管理責任者が誰かということを明示する必要があるため、労務管理責任
者の氏名の船内掲示、雇入契約書への記載等により、船員に対し周知していただくこ
とが望ましいと考えております。

12 労務管理責任者
労務管理責任者を船舶所有者が兼務することは認めら
れますか？

適切な陸上職員等が存在しておらず、船舶所有者自らが労務管理を行っている場合
には、自らを労務管理責任者として選任することも認められます。
ただし、本来意見を述べる側と、措置を講じる側を一人で行うことになるため、その責
任は重く、業務遂行に十分に留意する必要があります。
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13 労務管理責任者

船舶管理を行うグループ会社（子会社）で船員の労務
管理をすることが難しい場合に、運航管理を行う会社
（親会社）にて労務管理責任者を選任して管理すること
は可能でしょうか？
また、労務管理責任者は2社掛け持ちできますか？

労務管理責任者は、船舶所有者への意見陳述義務など重要な役割を負っており、労
務管理責任者に対し必要な権限を付与するなど十分な体制の構築が必要であること
に鑑みれば、法の運用として、原則、船舶所有者の社内の者を選任することが前提と
なります。
しかしながら、ご質問いただいたケースが該当するかどうか定かではありませんが、事
実上グループ会社の業務が一体となって行われているような場合であって、親会社に
おいて一括管理を行った方が適切かつ実効的な労務管理が図られるような、限られた
例外的なケースにおいては、そのような運用（親会社からの選任、2社掛け持ち等）を
行うことも否定はされません。
なお、仮に社外の者を選任する場合であっても、船舶所有者が労務管理記録簿の作
成・備置義務や船員の労働時間の状況の把握義務等の責任を負っているため、労務
管理記録簿の作成・備置を怠った場合等には船舶所有者に罰則が課される場合があ
ることに留意してください。
あわせて、船員労務官が監査に入った際にも、労務管理について円滑に回答や資料
提出に対応できることが必要となることを申し添えます。

14 労務管理責任者

オーナー（船主）が船員を配乗せず、裸用船契約により
船舶を借り受けた会社が船員を配乗している場合、
オーナー（船主）にも労務管理責任者を選任する必要が
ありますか？

15 労務管理責任者

オーナー（船主）が船員を配乗せず、船舶管理契約によ
り船舶の管理の委託を受けた会社が船員を配乗してい
る場合、オーナー（船主）にも労務管理責任者を選任す
る必要がありますか？

16 労務管理責任者
オペレーターと船舶管理会社を兼ねている場合におい
て、両社の労務管理責任者を兼任することは可能です
か？

船舶管理会社に船員法の船舶所有者の規定（船員法第５条の船舶借入人や船員を使
用する者）が適用されている場合には、当該船舶管理会社において労務管理責任者を
選任すれば足りるため、オペレーター側における労務管理責任者の選任は不要です。

17 労務管理責任者
労務管理責任者が労働時間記録の改ざん等を行った
場合は、罰則がありますか？

労務管理責任者が労働時間記録の改ざん等を行った場合は、行為者としての罰則が
適用されることとなります。
なお、労働時間記録の把握や記録の義務は、一義的には船舶所有者に責務があるた
め、船舶所有者にも罰則が適用されることとなります。

船員を雇用していないオーナー（船舶所有者）については、船員法の適用を受けない
ため、労務管理責任者の選任は不要です。
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18
労務管理責任者
（船員派遣）

派遣先・派遣元責任者と労務管理責任者を兼務するこ
とは認められますか？

可能です。

19
労務管理責任者
講習

労務管理責任者講習を受講しないと違反になります
か？

船舶所有者が行うべき「労務管理責任者の知識の取得・向上」については努力義務で
あるため、認定労務管理責任者講習を受講しなくても違反とはなりません。
一方で、労務管理を行う上で、労働関係法令その他の一定の知識は必要であり、それ
らが不十分な場合には法令違反を招くおそれもあることから、このような講習を受講す
ることを推奨しております。

20
労務管理責任者
講習

開催が予定されている労務管理責任者の知識の習得・
向上を図る講習の受講は、船員法が適用される船舶所
有者に所属する者に限定されるのでしょうか？

労務管理責任者講習は民間団体等が自主的に行う講習であり、主催者に確認いただ
ければと思います。なお、日本内航海運組合総連合会において、傘下会員以外も参加
可能な講習を本年５月以降に実施予定と聞いております。

21
労働時間の把握・
記録

労務管理責任者が行う労働時間の状況の把握につい
て、「適切に」把握すべき具体的な期間はありますか？
例えば、１か月毎に船舶から労務管理事務所へ労働時
間の記録を送信するような把握方法は認められます
か？

法令上、具体的な期間を定めておりませんが、「船員の労務管理の適正化に関するガ
イドライン」においては、船舶で記録された労働時間の状況について、可能な限り、毎
日労務管理事務所へ送信されるような把握方法が望ましいとしております。
また、労働時間には１日当たり及び１週間当たりの上限規制が設けられているため、
当該規制の遵守状況を確認するためには、１カ月間という期間は認められません。

22
労働時間の把握・
記録

日々の労働時間の把握のために行う「現認」は船長、一
等航海士以外の者でも認められますか？

日々の労働実績の現認について、船長、一等航海士以外の然るべき者が行うことも認
められます。
なお、現認に基づく記録の方法は、担当船員の負担も大きく、乗船船員の多い船舶や
船内の複数個所において作業を実施する場合には向かないため、各船員が労働時間
を記録し、これを承認等する方法が主流になると考えております。

23
労働時間の把握・
記録

船員の労働時間を正確に記録するためにはどのような
方法が考えられますか？

「船員の労務管理の適正化に関するガイドライン」に記載されている方法を参考に記録
を行うことを推奨しております。
例えば、船員に対して作業開始・終了時刻等の適正な申告についての説明の機会を
設けてその周知徹底を図ること、適正な記録が行われていない疑いがある場合等は、
必要に応じて調査・是正を実施することや、定期的な抽出調査を行うことなども有効と
考えております。
なお、どのような記録方法を採用するかについては、各社の事情に合わせて選択いた
だくことになりますが、電子的な方法などにより、船舶側の入力作業が簡便、かつ、陸
上側で効率的に管理可能なものにされることが望ましいと考えております。
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24
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿における時間の最小記録単位は定め
られておりますか？
また、作業種別は何種類程度を記録する必要がありま
すか？

労働時間の最小記録単位は定められておりませんが、正確に把握するという観点から
分単位で行われることが望ましいと考えております。
なお、手当の支払いの算定などにおいて、使用者側において５分単位で切り上げてカ
ウントするようなことも有り得ると考えておりますが、反対に５分未満の労働時間を切り
捨てるようなことは認められません。
また、作業種別については、船員が打刻しやすく、陸上でも管理しやすい形で設定して
いただきたいと考えておりますが、HPに掲載している記載例では８項目程度、「Excelマ
クロデータ」では10項目程度を記載しております。

25
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿は月毎に管理することは認められます
か？
この場合、７日に満たない週は、次の月に繰り越さず、
翌月１日からリセットして労働時間の上限規制を超えて
いなければ違反とならないでしょうか？

労務管理記録簿について、月毎に管理することは認められますが、例えば１週間当た
り７２時間の労働時間の上限規制は、あらゆる７日間（１週間）でかかるため、月ごとに
「リセット」することは認められません。
なお、「船員の働き方改革」特設ウェブページに公開している「Excelマクロデータ」につ
いては、月毎に分けたものではなく１枚のシートで続けて記載する形とすることを考え
ております。

26
労働時間の把握・
記録

これまで使用していた船内記録簿及び休日付与簿は今
後は必要無くなるという理解でよろしいでしょうか？
今後は労務管理記録簿の記載事項を基に船員手帳の
休日・有給休暇関係記録も行っていくという理解でよろ
しいでしょうか？

今後は、船内で備置していた船内記録簿に代え、労務管理記録簿を主たる労務管理
事務所で備置することとなります。また、船員手帳への休日等の記録も当該労務管理
記録簿の記載を基に行っていただくこととなります。
なお、休日付与簿については、最後に記載した日から３年が経過する日まで主たる労
務管理事務所で保管する必要があります。このため、一定期間は当該休日付与簿の
記載情報も船員手帳へ記載する場合の参考資料になると思われます。

27
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿への移行への経過措置はありますか？

４月１日時点で航海の途中にある場合には、その航海が終了する日までは、現行の船
内記録簿様式を使用いただくことでも問題ありません。ただし、特に内航船において
は、航海が短期間（次港到着まで）であるため、速やかな対応が必要となりますことに
ご留意ください。

28
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿の保存期間は何年でしょうか？
また、電子的に保存することも認められますか？

労務管理記録簿の保存期間は、当面の間は３年となっております。
将来的に、状況変化に伴い、別途法令改正があれば、５年となる可能性はございま
す。
また、労務管理記録簿を電子的に保存することも認められます。
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29
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿の記入項目はどのような項目が必要
になりますか？

船員法で義務づけられているのは、船員の氏名や基準労働期間などの基礎情報のほ
か、船員の労働時間や休日及び有給休暇、休息時間等に関する項目です。詳細につ
いては、改正後の船員法施行規則第45条の規定や第16号の5書式、又は「船員の働
き方改革」特設ウェブページに掲載している「船員の労務管理の適正化に関するガイド
ライン」に、記載項目の一覧を掲載しておりますのでご確認ください。

30
労働時間の把握・
記録

労務管理簿様式はPSC（ポートステートコントロール）に
対応可能でしょうか？

外航船の場合、MLC条約に基づき、英語様式のものを使用いただく必要があります。
労務管理記録簿の英文記載例についても「船員の働き方改革」特設ウェブページに公
開しておりますのでご活用ください。
また、MLC条約上、記録簿は船長等及び船員本人の署名が必要な点も留意いただく
必要があります。

31
労働時間の把握・
記録

労務管理記録簿は、船員個人に一つとなるのでしょう
か？複数の船に乗船する人は、都度記録簿を持ち歩く
形なのでしょうか？

労務管理記録簿は船員ごとに作成する必要があります。
また、労務管理記録は「船員の労務管理を行う主たる事務所」（労務管理事務所）に備
え置かなければならず、船員が所持するものではありませんので、転船するたびに備
置き場所を移す必要はありません。
なお、労働時間等の記録は船員個人単位で行う必要がありますが、システムを導入す
ることにより、複数の船員をまとめて一元的に管理することができることから、先般の説
明会においても電子化を推奨させていただいたところです。

32
労働時間の把握・
記録

船員が、別の船会社の船に乗船（転職）した場合、労務
管理記録簿は前の会社から引き継がねばならないで
しょうか？

所属していた船舶所有者を完全に退職（雇止手当や補償休日手当等の支払を伴う退
職）し、別の船舶所有者と雇入契約を締結するような場合には、船員法において異なる
船舶所有者間における労働時間の通算規定が無いため、特段、労務管理記録簿を引
き継ぐ必要はございません。

33
労働時間の把握・
記録

中小事業者が多い内航海運業において、労務管理の
適正化を図るためには支援措置が必要ではないでしょ
うか？

船員の労働時間管理の効率化や、取引先との運航計画に係る協議の円滑化に向け
た環境整備を図るため、本年２月に船員の労働時間管理に活用できる「Excelマクロ
データ」を公表いたしました。
また、今年度末から来年度にかけては、労働時間管理システムを構築するための実証
調査等を行い、民間システム会社による商品開発につなげられるよう取り組んでまい
ります。

34
労働時間の把握・
記録

労務管理システムやアプリなどは各社で作成する必要
がありますか？
国土交通省から提供されている「Excelマクロデータ」を
使い続けることも認められますか？

労務管理システム（アプリ）を各社で作成する必要はありませんが、民間システム会社
が商品化したものを、各社で導入していただくことを想定しております。
なお、「Excelマクロデータ」を使い続けることも認められますが、労務管理の効率化の
観点から将来的には当該マクロデータよりも高度化されたシステム等の導入を推奨い
たします。
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35 労働時間の範囲
１日当たりの労働時間規制は、0時～24時でカウントさ
れるのでしょうか？

１日当たりの労働時間規制については、暦日で区切られることはなく、あらゆる24時間
でカウントされます。

36 労働時間の範囲
停泊当直における当直時間は全て待機時間とみなして
労働時間に該当するのでしょうか。

労働時間の該当性については、待機等の作業の具体的な状況により、「職務性」と「義
務付け」の観点から判断することとなります。なお、当該判断にあたっては、「船員の労
務管理の適正化に関するガイドライン」を踏まえ、各社における実態に照らし、客観的
に判断していく必要があります。
なお、休息時間とするためには、労働からの解放を保障する必要があることにも留意し
てください。

37 労働時間の範囲
船員の乗下船時の移動時間は、労働時間に該当する
のでしょうか？

乗下船時における船舶と自宅との間の移動時間については、移動時間中に用務等を
指示されるなどの特段の事情がない限り、労働時間には該当しません。

38 労働時間の範囲
各船員に同じ仕事をさせて個人差が大きい時、実際の
労働時間と船長の査定の労働時間に差が出た場合、
船長の査定時間を採用することは問題がありますか？

船員法において、労働時間とは船員が職務上必要な作業に従事する時間とされてお
り、実際に作業に従事した時間を、労働時間として記録いただく必要があります。
なお、海員にあっては、上長の職務上の命令により作業に従事する時間に限られてい
ますので、個別具体的な判断にはなりますが、上長の職務上の命令に基づかない（義
務付けられていない）作業については、労働時間には該当しません。ただし、他の船員
であればより短い時間で作業を完了することができるなどといったことを根拠に、実際
に作業に従事していたにもかかわらず、上長が想定する時間のみ労働時間とすること
はできませんので注意が必要です。
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39 労働時間の範囲
港内係留中に船員労務官による監査に急遽対応するこ
ととなり、労働時間の上限規制を超えてしまう場合、ど
のように対応すれば良いでしょうか？

監査等の対応のため、労働時間の上限規制を超えてしまうおそれがある場合は、可能
な限り、当該規制を超えない者で対応いただくことが望ましいところですが、そういった
対応が困難な場合にあっては、当該対応時間は、船舶の航海の安全を確保するため
臨時の必要がある作業（安全臨時労働）に該当するものとし、当該規制の適用外とす
ることが可能です。
なお、この場合にあっても、当該労働時間に係る割増手当を支払う必要があることに
留意してください。

40 労働時間の範囲

労働からの解放について、組合との協約においては例
えば３０分や１時間以内だと時間外手当の対象にカウン
トされることとなりますが、労務管理記録簿上では休憩
と記載されることとなります。この場合において、休憩で
も時間外手当を支払うということが認められますか？

協約における規定であることから、労使間の取決めによることとなります。
なお、法令上は使用者側において手当の支払いの算定に関し、切り上げてカウントす
ることは認められます。

41 労働時間の範囲
これまで時間外手当については、労使で合意の上、固
定額で支給しておりますが、今般の改正後は認められ
なくなりますか？

今後も時間外手当に相当するものとして、固定額を支給することは可能です。
なお、当該固定額を基に算出される時間数が実際に行われた時間外労働の時間数を
下回る場合には、当該差額に相当する割増手当を支払う必要があることに留意してく
ださい。

42 労働時間の範囲

固定額による時間外手当を支給しているところ、ほとん
どの月において実際の時間外労働時間が固定額相当
の時間を下回る一方、ある１ヶ月のみ上回った場合に
は、上回った月のみ差額を支給する必要はあります
か？
または、年間で通算して超過分を支払うことは認められ
ますか？

時間外手当については、船員法・同施行規則に基づき、毎月１回支払う必要があるた
め、ある１か月だけ固定額を上回った場合においても、当該月について差額を支給す
る必要があります。
したがって、他の月との調整や年間での通算による支払いは認められません。

43
雇入契約の成立
等の届出

船長等が代理で届け出ることも可能であるとのことです
が、これまでの届出と比べて必要書類が増えるなど変
わるところはありますか？

届出の必要書類を含め、特に変わるところはありません。
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44
雇入契約の成立
等の届出

船内から必要な書類を陸上に電子データで送付し、プリ
ントアウトされた書類で届出を行うことは可能ですか？

船員手帳、海員名簿等、原本に記載を行う書類があるため、プリントアウトされた書類
での届出を行うことはできません。
このため、改正後も実務上は、船長その他の船員が代理で雇入届出を行うケースが
多くなると考えております。

45
雇入契約の成立
等の届出

雇入届出について、オンライン化を実施する予定はあり
ますか？

令和７年までに、政府全体で書面の提出を求める行政手続（１万８千種類）をオンライ
ン化する予定となっております。
今後、雇入届出を含めた船員法関係手続についても、オンライン化を行う方向で検討
していきます。

46
雇入契約の成立
等の届出

「一括届出」や「電子届出」の申請要件の緩和は検討さ
れていますか？

今般の法改正の端緒となった官労使の検討会におけるとりまとめにおいても、「船員の
労働保護と届出者等の負担軽減の両立が図られるよう届出方法の見直しを検討する
こと」とされており、一括届出等の要件についても引き続き検討していきます。

47
改正船員職業安
定法

船員求人の申込みにおける不受理事由の該当性の確
認はどのように行われるのでしょうか？

求人申込みの際に自己申告により、確認を行い、必要に応じて、船員労務官や警察等
に確認を行うことを考えております。

48
改正船員職業安
定法

船員職業安定法による「自己申告」とは、具体的に何を
さしているでしょうか？

「自己申告」とは、船員職業紹介機関（地方運輸局等・無料船員職業紹介事業者）から
求人者に対し、以下の求人不受理事由に該当するか否か求めがあった場合に、該当
の有無を申告することをさしています。船員職業紹介機関で求人を受け付ける際に自
己申告を求めることになりますが、該当するか否かを確認するためのチェックシートも
用意しますのでご利用下さい。
①内容が法令に違反する求人
②労働条件が通常の労働条件と比べて著しく不適当な求人
③求人者が労働条件を明示しない求人
④一定の労働関係法令違反のある求人者による求人
⑤暴力団などによる求人
⑥職業紹介事業者からの自己申告の求めに応じなかった求人者による求人
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49 求人票

求人票の給与額欄における「手取り」という記載方法の
変更は検討されていますか？
保険料の引上げ等手取の範囲も難しいため、総額表示
にしてほしいです。

求人票の月額手取賃金の記載については、これまでの求職者側からの要望も踏ま
え、現在の形となっており、総額については、備考欄に記載することとしております。
当該欄の記載のあり方については様々なご意見があるため、引き続き検討していきま
す。

50 求人票
求職者をオンラインで閲覧することはできますか？
また、今後オンライン化を実施する予定はありますか？

現在、求人・求職情報は、地方運輸局窓口のキオスク端末等でのみ閲覧が可能となっ
ておりますが、オンライン化を進める予定となっております。
このうち、求職者情報については、公開を希望する者の情報について閲覧可能とする
ことを検討しております。

51 船員の健康確保
新たに措置を検討している船員の健康確保はどのよう
な制度になるのでしょうか？

現在、令和５年４月の施行に向けて制度の詳細について検討中であり、具体的な内容
については、別途周知する予定としております。

52 船員の健康確保
産業医については、海上労働環境に詳しい医師を運輸
局から委託として紹介される形になるのでしょうか？
また、選任の届出は運輸局に行うのでしょうか？

地方運輸局が産業医を個別に紹介することまでは想定しておりませんが、陸上制度の
産業医の紹介を行う事業者や医師会において、船員向け産業医の紹介にも対応いた
だけるよう、働きかけを行っていきたいと考えております。
また、産業医を選任した場合には、規定の様式により地方運輸局に報告していただくこ
とになります。
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